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お知らせ〜 ITU関連出版物について〜

　国際航海を行う船舶局の備え付け書類については、国際電気通
信連合憲章に規定する無線通信規則に定められ、日本では、電波
法第60条において規定されています。具体的な備え付けを要する
書類は、電波法施行規則第38条で規定されています。船舶局の
ITU関連出版物については以下のとおりです。

　船舶局及び海上移動業務識別の割当表
　最新版：2018年版（次号発行時期目途：2019年春）

　海岸局及び特別業務局局名録
　最新版：2017年版（次号発行時期目途：2019年末）
　
　海上移動業務及び海上移動衛星業務で使用する便覧
　最新版：2016年版（次号発行時期目途：2020年）

出版物詳細・お申し込み
　https://www.ituaj.jp/?page_id=178
　https://www.ituaj.jp/?page_id=803
　https://www.ituaj.jp/?page_id=7211

　よく知られた話ですが、ゲーム理論の「囚人のジレンマ」という話
をご存知でしょうか？共犯の二人が別々の取調室で尋問され、こん
な司法取引を言われます。両者が自白すれば判例に沿って懲役5年
を受ける。もし、両者が黙秘を通せば、証拠不十分によって二人と
も懲役2年程度となるだろう。だが、一方が自白し他方が黙秘を続け
れば、司法取引により自白をしたほうは釈放、黙秘を続けたほうは懲
役10年と重い刑にすると。皆さんならどうしますか？
　個人の利益を最大にする（釈放される）には自白した方がよい。
でも、相手も同じように自分の利益を最大にしようと考え自白してしまう
と、より悪い結果になってしまいます。個人の最大利益ほどではない
にしろ、両者の最大利益を追求すると、両者が協調して黙秘を続け
るのが良いことになります。この話は、相手が信じられなくなり結局
両者が自白することになり、実は協調して双方の利益を求めるのが
良いという例え話によく使われます。色々な解釈はあろうかと思いま
すが、私が重要に思うのは、お互い協調（相談）できないという状
況にあり、それは取調室を隔てる壁一枚が作りあげているということ
です。
　実際の社会では、このような司法取引の条件とは異なりますが、
自分の利益を最大にする（リスクも大きくなる）、自分が得られる最大
利益ほどではないが協調集団の利益を最大にする（リスクが抑えら
れる）といった、この話と似た場面が、我々の周りにもあり、多くなっ
ていくように感じます。
　Society5.0やデジタルトランスフォーメーションといった言葉がよく聞
かれ、皆様の会社でもオープンイノベーションの推進にチャレンジしよ
うとしているかと思います。そのような状況において、ITUジャーナル
や私が普段働いているTTCのような協調領域を支援する活動が、
この壁を少しでもなくし、良い決断ができるよう、情報発信のお役に
立てればと考えています。
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